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別紙

接続料規則案に対する弊社の意見

１．はじめに

今回、接続料規則案に対して、弊社が意見を述べさせていただく機会をあたえていただきましたことに、感謝の意を表します。

平成１２年５月１９日に施行された電気通信事業法第三十八条の二第四項により、指定電気通信設備の原価に長期増分費用が適用されことに伴い、今後、指定電気通信設備の接続料がより適切に算定されるようになるのを歓迎いたします。
弊社のＤＳＬサービスもエリア拡大を積極的に進めており、現在、加入者も増加し、本年１０月からの商用化サービスに向けて、今回の省令改正案により加入者増に一層拍車がかかることが期待されます。

以下、弊社の意見を述べさせていただきます。


２．意見について

【１】端末回線伝送機能　加入者回線について

（１）接続料の算定方法は長期増分費用方式を適用すべき

　接続料には長期増分費用が適用されることになりましたので、全ての接続料に長期増分費用を適用すべきです。省令案では、「地中化の実態を踏まえる必要」という理由で、加入者回線（ドライカッパ）や加入者回線（電話重畳）の接続料算定に実際費用方式が適用されることになっておりますが、地中化についてはすでに長期増分費用モデルに考慮されており、現在のモデルを適用することが可能であることから、長期増分費用方式を適用すべきと考えます。地中化比率について問題があるのならば、次回の長期増分費用モデルの見直しで行うべきと考えます。また、専用線端末回線についても、現存のモデルから簡単に計算可能と考えますので、長期増分費用を適用すべきと考えます。

（２）ＮＴＴ地域会社による電話サービス利用の場合の加入者回線（電話重畳）の接続料は０円とすべき

　お客さまがＮＴＴ地域会社による電話サービス利用の場合の加入者回線（電話重畳）の接続料は、お客さまがＮＴＴ電話サービスのみ利用していた時から比較して、毎月の増分費用が発生しないことから、接続料は０円とすべきと考えます。

ＭＤＦの切替接続工事など、相互接続にかかる一時費用はその都度支払っており、その他に毎月増分費用が発生する根拠がありません。また、現在試験サービスでＮＴＴ地域会社が徴収している８００円については、ＮＴＴ地域会社に問い合わせても根拠を明確に示していただけないだけでなく、お客さまの二重負担が続いている状態となっております。下記の郵政省の答申で「 帯域分割端末回線伝送機能の接続料の原価算定において、利用者料金で回収されるべき費用など、接続と直接関係のない費用が含まれないようにすること」とありますように、当然のことながら利用者に二重負担をさせるべきではないと考えます。
「加入者回線等のアンバンドルに係る電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則の一部改正」（郵政省2000年8月31日）

http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/denki/000831j608.html
　ちなみに、米国では既存地域会社の電話サービスを利用する場合の電話重畳の接続料は下記のとおり０円になっていることを申し添えます。米国のインターネットの普及に追いつくためには、同様の考え方を導入しなければますますその差が開くことになりかねません。ＤＳＬは日本の高速インターネットアクセス普及のために大きな期待を受けていますが、現在の接続料８００円がＤＳＬサービスの料金のうち約１０％以上と大きな割合を占めることから、利用者の大きな負担となっており、ＤＳＬサービス普及に多大な影響を及ぼしています。日本の高速インターネットアクセス普及の早期促進のためにも、この不合理な暫定的接続料を早急に撤廃すべきと思います。

	既存地域会社
	ラインシェアリング料金

	Bell South、US West、Bell Atlantic、GTE
	月額０円

	SBC
	協議中


　　　　出典；COVADのプレスリリースより

http://www.covad.com/companyinfo/pressreleases/pr_2000/060700a_press.shtml
http://www.covad.com/companyinfo/pressreleases/pr_2000/060600_press.shtml
（３）加入者回線の長期増分費用モデル算定方法について

①光ファイバとメタルの分計を行い算定すべき

　加入者回線の資産及び費用を光ファイバとメタルに明確に分計して、光ファイバのみを利用するサービス、メタルのみを利用するサービス、光とメタルの両方を利用するサービスに直課して、接続料を算定すべきです。特に、ドライカッパや電話重畳は、光ファイバやき線点ＲＴを利用しないため、メタルの費用だけが直課されるべきと考えます。
万一、加入者回線に暫定的に実際原価方式が適用される場合でも、現在の実際原価方式では、光ファイバとメタルが分計されていませんが、指定電気通信設備接続会計第四条第二項「設備区分において直接に発生する費用を正確に把握するよう努めること」に基づき、正確に分計すべきと考えます。

なお、下記の郵政省の答申の考え方１２でも、光ファイバとメタルの分計は指摘されています。
「加入者回線等のアンバンドルに係る電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則の一部改正」（郵政省2000年8月31日）

http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/denki/000831j608.html
「考え方12　　　　　　　　　　　　　

　端末回線伝送機能はメタルと光ファイバとでは接続事業者の用途も多く異なり、費用も異なることから、その接続料は別々に定めることが適当と考えられる。　　　　　　　　　　　　　

　その具体的な原価算定に当たって用いる費用の分計については、今秋より検討が行われる予定の長期増分費用モデルの改定作業において検討がなされるべきである。」
2 加入者回線のコストの地域格差を反映して、都道府県ごとに算定すべき

加入者回線のコストは線路亘長や管路・とう道の利用価格などにより、地域格差が発生することから、都道府県ごとに算定すべきと考えます。

万一、加入者回線に暫定的に実際原価方式が適用される場合でも、管路やとう道については現行のＮＴＴ接続約款で都道府県ごとの料金が記載されているのですから、加入者回線のアンバンドル料金にも当然都道府県ごとの料金が反映されるべきです。
③圧縮記帳を前提とした算定を行い、圧縮記帳額に対応する金利負担を控除すべき

　現在ＮＴＴ地域会社が行っている施設設置負担金制度は早急に廃止すべきです。加入者にこのような一時負担をさせていること自体が日本の電話料金やインターネット料金の高止まりの原因となっており、インターネット普及において日本が他国に遅れている原因となっています。もし、施設設置負担金の廃止がＮＴＴ地域会社の都合で不可能であるというのなら、ＮＴＴ地域会社が加入者から72,000円の施設設置負担金を徴収し続けている間は、実際会計と同様に加入者回線部分の取得価額において圧縮記帳を前提とした算定を行い、圧縮記帳額に対応する金利負担を控除すべきと考えます。

万一、加入者回線に暫定的に実際原価方式が適用される場合でも、圧縮記帳額を公表し、対応する金利負担は控除すべきです。

【２】接続料の単位である機能の追加について

　「加入者回線等のアンバンドルに関する郵政省令案」に対する意見書でも述べましたが、ダークファイバのアンバンドル機能の追加していただけるよう強く要望いたします。

「加入者回線等のアンバンドルに関する郵政省令案」に対する弊社意見書

http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/denki/000830j601.html
また、ＮＴＴ地域会社が「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方」の意見書で自ら「光ネットワーク（インフラ）を提供していく」と述べているのですから、光ファイバを接続箇所とすることに関してＮＴＴ側の技術的問題は全くないと理解しております。したがって、加入者回線等のアンバンドルをメタル回線のみに限定する必要はありません。
さらに、ＮＴＴ地域会社は「現行の指定電気通信設備規則は光には適用せず、利用条件は個々の要望に応じて個別に協議」と述べていますが、これまで、ＮＴＴ地域会社との相互接続の問題が生じていた原因は、相互接続が事業者間協議に委ねられており、ルールが明確化されていなかったため、ＮＴＴの恣意的な運用によるところが問題であったのですから、ダークファイバのアンバンドルについても接続約款で規定すべきです。

したがって、具体的には、以下の機能の追加を要望いたします。

· 端末回線伝送機能　加入者回線（ダークファイバ）

· 中継系伝送機能（ダークファイバ）
【３】キャリアーズレートについて

　接続料規則案の第六条第三項にある、「電気通信役務に関する料金の原価」は現在では総括原価方式で算定されておらず算定根拠が不明であるので明確にしていただきたいと思います。

また、再販価格についてもキャリアーズレートを適用すべきと考えます。
【４】実際費用方式に用いる接続会計規則について

今後は長期増分費用方式が適用されることになりますので接続会計規則は必要ないと思われますが、長期増分費用方式の基礎データに使用する場合及び実際費用方式が一部に適用される場合のために使用する可能性があることを考え、接続料規則第一条で「機能ごとの接続料が、適正かつ明確に定められ、能率的な経営の下における原価に照らし公正妥当なものであることを目的とする」に従い、接続会計報告の内容について妥当性が確保できるよう要望いたします。

（１）ＮＴＴ決算報告書とＮＴＴ接続会計報告書の整合性の確保

ＮＴＴ決算報告書とＮＴＴ接続会計報告書の整合性の確保を要望いたします。

　平成１１年７月のＮＴＴ分割後は、ＮＴＴ地域会社単体での決算報告書は簡素化されたものしか公表されておらず、決算報告と接続会計報告の固定資産額等が一致しているかどうか確認できない状態になっております。例えば、平成１０年度のＮＴＴ有価証券報告書とＮＴＴ接続会計報告書においては、固定資産額の一致が確認することができ、ＮＴＴ接続会計報告はＮＴＴ決算報告を基に作成したことが明確に理解できますが、平成１１年度については確認できません。また、同じ会計年度である平成１０年度実績の市内線路設備の圧縮記帳額については、平成１１年６月３０日提出の日本電信電話株式会社 有価証券報告書では、59,020百万円であり、平成１２年６月３０日提出の日本電信電話株式会社 有価証券報告書では、53,429百万円であり、連結決算になると単体より圧縮記帳額が約56億円も減少するというような現象も生じており、ＮＴＴグループ内での取引または決算方法についていささか不透明さを感じております。

　ＮＴＴ地域会社単体での決算報告がなければ、ＮＴＴ地域会社は「指定電気通信利用部門」での数字を操作することが可能なことから、ＮＴＴ地域会社単体の電気電気通信事業に関する財務諸表を公開するよう要望いたします。

　

（２）会計上重要な変更があった場合の記載義務

ＮＴＴ接続会計報告書には、設備区分の変更など会計上重要な変更があった場合には明確にし、ＮＴＴ接続会計報告書に記載するよう義務付けていただきたいと思います。

ＮＴＴ接続会計報告書の平成10年度と平成11年度とでは、固定資産帰属明細表１つにしても機械設備の内訳など項目が変更になっているにも関わらず、その変更部分についての説明や変更部分を対比させた表がないため、前年度比較が行えず、妥当かどうか判断できかねます。

以上
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